
 

第６期科学技術基本計画に向けた今後の検討について（量子科学技術委員会） 
 

 

 科学技術・学術審議会 総合政策特別委員会において、第６期科学技術基本計画の策定に

向けて具体的方策を検討していることを踏まえ、本委員会においても、盛り込むべき重要な

点を提示する必要がある。 

 

総合政策特別委員会より、別紙の通り、各分科会・委員会の検討スケジュールが示されて

いるため、下記スケジュールにて検討を行い、総合政策特別委員会への提言をまとめる。 

 

光・量子技術関係 

 量子戦略を踏まえた文部科学省として取り組むべき事項に関する議論を整理し、次回の

量子科学技術委員会（８～９月を予定）に案を提示し審議 

 

量子ビーム関係  

 量子ビーム利用推進小委員会において検討し、次回の量子科学技術委員会に検討結果を

報告・審議 

 

 

 

 

 

 

以上 
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第６期科学技術基本計画に向けた提言（構成・事項（案）） 

 

 

１．基本認識：国内外の動向を踏まえた我が国に強みのある施設・設備の維持・発展 

 

・最先端施設の整備・共用及び国内外の施設間での連携の必要性 

・計画的な施設・設備の整備及び運用体制の構築の必要性 

・施設・設備の高度化等関連する技術開発の必要性 

 

２．第５期科学技術基本計画期間中（※）の成果と顕著になった課題 

（※）平成 28 年度～平成 32 年度 

 

（成果） 

・特定先端大型研究施設（SPring-8・SACLA、J-PARC）の整備・運用 

（＊平成 30 年度に中間評価を実施） 

・次世代放射光施設の整備              （＊平成 31 年度より整備着手） 

・「光・量子融合連携研究開発プログラム」（平成 25 年度～平成 29 年度）（施設・設備を横

断的に活用する先導的利用研究の推進、将来を俯瞰した基盤技術開発を推進） 

（＊平成 30 年度に事後評価を実施） 

・「次世代加速器要素技術開発プログラム」（平成 28 年度～平成 30 年度）（次世代加速器に

つながる高性能化、小型化、省エネ・低コスト化、高効率化等を可能とする共通性の高

い加速器要素技術の開発）            （＊本年度事後評価を実施予定） 

 

（課題） 

・施設・設備の高度化、相互利用の推進 

・利用者支援の充実など利便性向上による利用者の裾野拡大 

・官民連携や産学連携の更なる推進 

 

 

３．今後、特に重点的に取り組むべき事項（技術的課題・仕組みなど） 

 

・国内外の動向を俯瞰した総合的・戦略的な施設・設備の整備・共用 

・既存施設を有効活用して成果を最大化するための仕組み作り 

・施設運営に携わる研究者・技術者の人材育成・確保 

・光・量子ビーム施設の利用ユーザーの拡大 

（※本委員会での主な検討事項と同様） 

  



（参考）第５期科学技術基本計画（平成 28 年１月 22 日閣議決定）における記載 

第２章 未来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値創出の取組 

（３）「超スマート社会」における競争力向上と基盤技術の強化 

② 基盤技術の戦略的強化 

ⅱ）新たな価値創出のコアとなる強みを有する基盤技術 

我が国が強みを有する技術を生かしたコンポーネントを各システムの要素に組み込むこ

とで、我が国の優位性を確保し、国内外の経済・社会の多様なニーズに対応する新たな価

値を生み出すシステムとすることが可能となる。 

このように、個別システムにおいて新たな価値創出のコアとなり現実世界で機能する技

術として、国は、特に以下の基盤技術について強化を図る。 

・革新的な計測技術、情報・エネルギー伝達技術、加工技術など、様々なコンポーネント

の高度化によりシステムの差別化につながる「光・量子技術」 

 

第４章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

（２）知の基盤の強化 

（前略） 

また、こうした研究開発活動を支える共通基盤的な技術、先端的な研究施設・設備や知

的基盤の整備・共用、情報基盤の強化等にも積極的に対応するとともに、イノベーション

の創出につながるオープンサイエンスの世界的な流れに適切に対応する。 

① イノベーションの源泉としての学術研究と基礎研究の推進 

ⅲ）国際共同研究の推進と世界トップレベルの研究拠点の形成 

我が国が世界の研究ネットワークの主要な一角に位置付けられ、世界の中で存在感を発

揮していくためには、国際共同研究を戦略的に推進するとともに、国内に国際頭脳循環の

中核となる研究拠点を形成することが重要である。 

このため、国は、大学共同利用機関や共同利用・共同研究拠点を活用しつつ、滞在型の

国際共同研究を充実する。核融合、加速器、宇宙開発利用などのビッグサイエンスについ

ては、国内外施設の活用及び運用を図り、諸外国との国際共同研究を活発化する仕組みを

構築するなど、国として推進する。 

 

② 研究開発活動を支える共通基盤技術、施設・設備、情報基盤の戦略的強化 

ⅰ）共通基盤技術と研究機器の戦略的開発・利用 

広範で多様な研究領域・応用分野を横断的に支える共通基盤技術や先端的な研究機器

は、我が国の様々な科学技術の発展に貢献し、また、我が国の基幹産業を支える重要なも

のである。 

このため、国は、共通基盤技術に関する研究開発及び複数領域に横断的に活用可能な科

学に関する研究開発を推進する。その際、広範なユーザー層のニーズを十分に考慮に入れ

た研究開発となるよう留意する。加えて、国は、ユーザー視点に立った上で先端研究機器

の開発及び普及を促進する。 



 

ⅱ）産学官が利用する研究施設・設備及び知的基盤の整備・共用、ネットワーク化 

世界最先端の大型研究施設や、産学官が共用可能な研究施設・設備等は、研究開発の進

展に貢献するのみならず、その施設・設備等を通じて多種多様な人材が交流することによ

り、科学技術イノベーションの持続的な創出や加速が期待される。 

このため、国は、「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」に基づく最先端の

大型研究施設について、産学官の幅広い共用と利用体制構築、計画的な高度化、関連する

技術開発等に対する適切な支援を行う。また、幅広い研究分野・領域や、産業界を含めた

幅広い研究者等の利用が見込まれる研究施設・設備等の産学官への共用を積極的に促進

し、共用可能な施設・設備等を我が国全体として拡大する。さらに、こうした施設・設備

間のネットワーク構築や、各施設・設備等における利用者視点や組織戦略に基づく整備運

用・共用体制の持続的な改善を促す。加えて、幅広い研究開発活動や経済・社会活動を安

定的かつ効果的に促進するために不可欠なデータベースや計量標準、生物遺伝資源等の知

的基盤について、公的研究機関を実施機関として戦略的・体系的に整備する。 

 

ⅲ）大学等の施設・設備の整備と情報基盤の強化 

大学及び公的研究機関の所有する研究施設・設備は、あらゆる科学技術イノベーション

活動を支える重要なインフラである。このため、国は、大学及び公的研究機関の研究施

設・設備について、計画的な更新や整備を進めるとともに、更新・整備された施設・設備

については各機関に共用取組の実施を促しつつ、その運転時間や利用体制を確保するため

の適切な支援を行う。 

 

 

 



今後のスケジュール

総合政策特別委員会
第25回

第26回

第27回

第28回

第30回

第31回
～

第35回
(予定)

４月１８日（木）
・国内外の研究開発動向（CRDSより）
・骨子案に向けた議論
５月２３日（木）
・NISTEPの最新調査結果の報告
(科学技術予測調査、定点調査)
・骨子案に向けた議論

６月２７日（木）
・関係部会等の検討結果の報告
・骨子案に向けた議論
７月２３日（火）
・第25回~第27回を踏まえた議論
・骨子案のとりまとめ

９月下旬
・中間とりまとめ

10月以降（３～４回程度）
・最終とりまとめに向け議論

～６月上旬
「研究力向上に向け
たシステム改革」につ
いて関係部会等にお
ける検討結果

～１０月
個別分野について
関係部会等における
検討結果

ＣＳＴＩ

2020年3月最終とりまとめ

6月頃
基本計画
専門調査会
設置

・第５期
レビュー
・将来像・
ビジョン
・次期基本
計画検討

2020年6月頃中間とりまとめ

第29回 ８月２２日（木）
・ヒアリング
・中間とりまとめに向けた議論
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